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１．総 則  

 この積算基準は、香川県が所管する港湾・海岸鋼構造物の長寿命化を図るため、施設の現況把

握および健全度の評価を行い、その結果に基づく対策工法の設計を行う場合に適用する。 

  

（１）調査・設計のフロー図【鋼矢板・鋼管杭】 

 

  鋼矢板・鋼管杭に係る調査および設計については、以下のフロー図に基づくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地調査および健全度評価 

ＳＴＡＲＴ 

現地調査 

（水中目視調査、肉厚測定、損傷調査、矢板型式調査など） 

健全度評価（※） 

（設計腐食代と肉厚測定結果を比較して健全度の評価を実施。） 

補強が必要か？ 

 補修対策の設計 

補強対策の設計 

（歩掛未制定） 

ＥＮＤ 

YES 

YES 

NO 

NO 
補修が必要か？ 

 補修対策の設計フロー図へ 

現地調査・健全度評価のフロー図 
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補修対策の設計  

ＳＴＡＲＴ 

被覆防食の基本設計 電気防食の基本設計 

被覆防食の実施設計 電気防食の実施設計 

ＥＮＤ 

（※）健全度評価について 

①構造計算書が残っている場合 

   構造計算資料の設計腐食代と肉厚測定結果を比較して健全度を評価する。 
②構造計算書が残っていない場合 

まず、当該施設の築造年と築造時の設計基準・事例等から、耐用年数を設定（例えば 30年）

し、築造時の設計基準で規定されている腐食速度(mm/y)を乗じることにより、設計腐食代を 

推定する。 

補修対策の設計フロー図 
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（２）調査・設計のフロー図【上部コンクリート】  

 

 上部コンクリートに係る調査および設計については、以下のフロー図に基づくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※補修対策の設計について 

 コンクリートの劣化状況によって、適用する対策工法が異なるため、現地調査及び試験の結果

を踏まえ、コンクリート示方書（維持管理編）に示されている表を参考として設計を行う。 

（検討対象とする対策工法については、表中、太字内の記載されている工法を標準とする。） 

 

現地調査および健全度評価 

ＳＴＡＲＴ 

現地調査 

（目視、コア採取、塩分濃度、中性化、圧縮試験、 

 自然電位・分極抵抗測定） 

健全度調査 

（調査・試験結果から、コンクリート示方書（維持

管理編）等を基に健全度を評価する。） 

補強が必要か？ 

現地調査（詳細調査） 

（構造物形状・配筋調査など） 

（歩掛未制定） 

補強対策の設計 

（歩掛未制定） 

補修が必要か？ 

 補修対策の設計

（※） 

EＥＮＤ 

YES 

YES 

NO 

NO 

現地調査・健全度評価のフロー図 
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         コンクリート劣化の対策方針（標準的な工法例）   
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２節 調査業務積算基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 
 

１．積算の総則 

 
１-１ 適用範囲 

 この積算基準は、香川県が所管する港湾・海岸鋼構造物の長寿命化を図るため、施設の現況把

握および健全度を評価する調査を行う場合に適用する。 

 
１- ２ 現地調査費 

１）現地調査費の構成 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）調査費目の内容 

 （１）直接業務費 

   ①人件費 

人件費は、当該現地調査に従事する技術者の人件費とする。 

    

   ②機械経費 

    機械経費は、当該現地調査に使用する機械などに要する費用とする。 

現地調査 

現地調査価格 

直
接
業
務
費 

間
接
業
務
費 

人件費 

機械経費 

直接経費 

船舶借上費 

機械器具損

旅費交通費 

業務成果品

安全費 

諸経費 

健全度評価価格 

消費税相当額 
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    イ）船舶借上費 

     使用船舶は借上を原則とし、借上費は「港湾請負工事積算基準（香川県土木部）第４

編船舶及び機械器具の借上費」により算出する。 

    ロ）機械器具損料 

     機械器具損料は、港湾局長、航空局長の通達による「船舶および機械器具等の損料算

定基準」及び「測量器機損料」等により算出する。 

 

 

   ③直 接 経 費 

     直接経費は、当該現地調査の実施に要する直接的な経費とし、以下により計上する。 

    イ）旅費交通費 

     当該現地調査に従事する者に係わる旅費・交通費とし、「国土交通省所管旅費取扱規

則」および「国土交通省日額旅費支給規則」に準じ算出する。 

    ロ）安全費 

     安全費は当該現地調査時における安全対策に要する費用とし、必要な経費を算出す

る。 

    ハ）業務成果品費 

     報告書の電子納品および印刷・製本に要する費用は、下記の式により算出する。 

     ただし、印刷・製本部数は３部迄、電子納品は正副合わせて２枚とし、これにより得

難い場合は別途見積等により考慮する。 

      業務成果品費＝直接人件費×｛0.8％＋（印刷製本部数×0.4％）｝ 

     なお、業務成果品費は、有効数字上位２位、以下切り捨てとし、最高３０万円を限度

とする。 

 

 （２） 間接業務費 

    間接業務費は、動力、用水、光熱費、その他の費用で、直接業務費で積算された以外の

費用、図面トレース等の専門業に外注する場合に必要となる間接的経費、業務実績の登録

に要する費用とする。 

    なお、間接業務費は、一般管理費等を合わせて、諸経費として計上するものとし、「港

湾請負工事積算基準（香川県土木部）第２編 第１節 ２－４諸経費 別表第１」の諸経

費に準ずるものとする。 

 

 （３） 一般管理費等 

     一般管理費等は、一般管理費および付加利益よりなる。 

   （１）一般管理費は、当該調査作業を実施する企業の経費であって、役員報酬、従業員給

与手当、退職金、法廷福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力・用水・

光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、

雑費等を含む。 
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   （２）付加利益 

      付加利益は、当該現地調査を実施する企業を、継続的に運営するのに要する費用で

あって、法人税、地方税、株主配当金、内部保留品、支払利息および割引料、支払保

証料その他の営業外費用等を含む。 

 
 （４）健全度評価価格 

      健全度評価価格に係わる直接原価（直接人件費、直接経費）、その他原価（間接原

価および直接経費（積上計上するものを除く））および一般管理費等の算出は「３節 

設計業務委託積算基準」を適用する。 

      なお、業務成果品については、下記の式により算出する。 

       業務成果品費＝直接人件費×｛0.8％＋（印刷製本部数×0.4％）｝ 

 

 （５） 消費税等相当額 

    消費税等相当額は、消費税相当分を積算する。 

 
３）現地調査費の積算方式 

 

   現地調査費は次式によって積算する。 

 

    現地調査費＝（現地調査価格）＋（消費税等相当額） 

         ＝（現地作業費）×｛１＋（消費税率）｝ 

    

   現地調査価格 
    現地調査価格＝（直接業務費）＋（間接業務費）＋（一般管理費等） 
          ＝（直接業務費）＋（諸経費） 
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２．積算ツリー 

  施設の劣化状況等の現況を把握するため、現地にて調査を実施し、健全度評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．調査フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査準備 

現地調査 

計 画 準 備 

事 前 協 議 

機 材 運 搬 

目視調査（１） 

目視調査（２） 

潜水調査（１） 

潜水調査（２） 

コア採取 

工種（レベル２） 種別（レベル３） 細別（レベル４） 

現地調査価格 現 地 調 査 調査準備 

現地調査 

健全度評価 

成果 

報告 

旅費 
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塩化物含有量測定 

陽極消耗量調査 

電位測定 

肉厚測定 

自然電位・分極抵抗測定 

陽極電流測定 

健全度評価 

成 果 

報告書作成 

業務成果品費 

調査結果報告 
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４．標準歩掛 

 

４－１ 計画準備 

調査業務を行うに当り、事前に業務全体の目的及び内容を把握し、業務の手順及び遂行に必

要な事項を企画立案する。 

 
   計画準備  １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  測 量  人  0.5  
技 師  〃    〃  1.0  
技 師 補   〃    〃  2.0  
助 手  〃    〃  1.0  
事務用品費    ％  1.0 直接人件費の 

 
４－２ 事前協議 

現地入場前に実施計画書等に基づいて、事前協議を実施する。 

 
   事前協議  １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
技 師 測 量  人  1.0  
技 師 補   〃    〃  1.0  

 
４－３ 機材運搬  

調査を実施する際に必要となる機材を運搬する。 

機材運搬については、運搬１回当り２往復とする。 

 
 （１）トラック運転日数（２往復当り）（運搬１回） 

往復平均距離（㎞）  運 転 日 数  往復平均距離（㎞）  運 転 日 数  
 25 ㎞未満 1.0 100 ㎞以上～125 ㎞未満 3.0 

 25 ㎞以上～ 50 ㎞未満 1.5 125 ㎞以上～150 ㎞未満    3.5 
50 ㎞以上～ 75 ㎞未満    2.0 150 ㎞以上～175 ㎞未満    4.0 
75 ㎞以上～100 ㎞未満    2.5 175 ㎞以上～200 ㎞未満    4.5 
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（２）代価表 
   機材運搬（２往復当り） １式当り  

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
測量補助員    人   2.0  
トラック ２ｔ積  日   標準運転時間 

港湾請負工事積算基準単価表による 
雑 材 料    ％  1.0 全体の 

 

４－４ 目視調査（１） 

陸上から施設全体の目視可能な部材について、施設の劣化・損傷状況などの目視調査を実施し、

その結果を記録として整理する。 

 

   目視調査（１）  １日当り（1,510 ㎡） 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
交 通 車 ライトバン２L  日  1.0 2h/8h 

港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 捕 測 量  人  2.0  
助 手  〃    〃  1.0  
雑 材 料   ％  1.0 全体の 

 
４－５ 目視調査（２） 

船上にて施設全体の海面上の部材について、劣化・損傷状況などの目視調査を実施し、その結

果を記録として整理する。 

 
   目視調査（２）  １日当り（1,240 ㎡） 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
交 通 車 ライトバン２L  日  1.0 2h/8h 

港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 捕 測 量  人  2.0  
助 手  〃    〃  1.0  
船外機 運転 15PS  日  1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 
雑 材 料   ％  1.0 全体の 
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４－６ 潜水調査（１） 

潜水士により、海面下の部材について損傷状況等の調査を実施し、その結果を記録として整理

する。 

 
   潜水調査（１）  １日当り（1,200 ㎡） 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
交 通 車 ライトバン２L  日  1.0 2h/8h 

港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 捕 測 量  人  1.0  
助 手  〃    〃  1.0  
ダ イ バ ー    〃  2.0 潜水士相当 
ダイバー補助員   〃  2.0   〃 
上 廻 り 員    〃  2.0 潜水連絡員相当 
船外機 運転 15PS  日  1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 
雑 材 料   ％  1.0 全体の 

 

４－７ 潜水調査（２） 

潜水士により、鋼材の一部の付着物除去後、劣化・損傷状況等の調査を行い、その結果を記録

として整理する。 

 
   潜水調査（２）  １日当り（40 ㎡） 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
交 通 車 ライトバン２L  日  1.0 2h/8h 

港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 捕 測 量  人  1.0  
助 手  〃    〃  1.0  
ダ イ バ ー    〃  2.0 潜水士相当 
ダイバー補助員   〃  2.0   〃 
上 廻 り 員    〃  2.0 潜水連絡員相当 
船外機 運転 15PS  日  1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 
コンプレッサー 20PS  〃  1.0 見積りによる 
クレーン装置付トラック  2.9ｔ吊 4ｔ積  〃  1.0 5.8ｈ/8ｈ 

港湾請負工事積算基準単価表による 
雑 材 料   ％  1.0 全体の 
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４－８ コア採取 

施設の上部コンクリート部において、コンクリートのコア試料採取を実施する。 

 

   コア採取  １日当り（６本） 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要  
主 任 技 師  測 量  人  1.0  

普通作業員   人  2.0  
鉄筋探査計   台  1.0 見積りによる 
発動発電機   〃  1.0 見積りによる 
ダイヤモンドピッド    本  1.0 見積りによる 

船外機 運転 15PS  日  1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

クレーン装置付トラック  2.9ｔ吊 4ｔ積  〃  1.0 5.8ｈ/8ｈ 

港湾請負工事積算基準単価表による 

復 旧 費  箇 所 6.0 見積りによる 
雑 材 料   ％  1.0 全体の 

 

４－９ 塩化物含有量測定 

採取したコアを使用して桟橋に含まれる塩分を確認するため、塩化物含有量を測定する。 

 
   塩化物含有量測定  １本当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要  
塩分定量試験 ５スライス  本  1.0 見積りによる 

記録整理 梱包・発送・整理費   ％  12.0 試験費の 
 
４－１０ 圧縮強度試験 

採取されたコアを使用してコンクリートの強度を確認するため、圧縮強度試験を実施する。 

   圧縮強度試験  １本当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要  
圧縮強度試験   本  1.0 見積りによる 

記録整理 梱包・発送・整理費   ％  15.0 試験費の 
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４－１１ 中性化試験 

 採取されたコアを使用してコンクリートの中性化の進行度合いを確認するため、中性化試験を

実施する。 

   中性化試験  １本当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要  
中性化試験   本  1.0 見積りによる 

記録整理 梱包・発送・整理費   ％  50.0 試験費の 
 

４－１２ 陽極消耗量調査 

 潜水士により、施設全体の約３～５％程度の陽極の付着物除去後、形状寸法等の測定を行い、

記録を整理する。 

陽極消耗量調査 １日当り（50 箇所） 

名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘     要 

交 通 車 ライトバン２L  日 1.0 2h/8h 

港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 捕 測 量  人 1.0  

助 手  〃    〃  1.0  

ダ イ バ ー   〃  2.0 潜水士相当 

ダイバー補助員   〃  2.0   〃 

上 廻 り 員   〃   2.0 潜水連絡員相当 

船外機 運転 15PS  日 1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

コンプレッサー 20PS  〃  1.0 見積りによる 

クレーン装置付トラック 2.9ｔ吊 4ｔ積  〃  1.0 5.8ｈ/8ｈ 

港湾請負工事積算基準単価表による 

雑 材 料   ％  1.0 全体の 

 

４－１３ 電位測定 

陽極の電位測定を行い、記録を整理する。 

電位測定 １日当り（50箇所） 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
交 通 車 ライトバン２L  日  1.0 2h/8h 

港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 捕 測 量  人  2.0  
助 手  〃    〃  1.0  
電位測定器材   台 1.0 見積りによる 
雑 材 料   ％  1.0 全体の 
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４－１４ 肉厚調査 

 施設の鋼材部について、鋼材自体が健全であるかどうかを確認するために肉厚測定を実施す

る。測定については超音波厚さ計を使用するものとし、測定箇所、測定方法については基準書に

従うものとする。 

肉厚測定 １日当り（50箇所） 

名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘     要 

交 通 車 ライトバン２L  日 1.0 2h/8h  

港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 捕 測 量  人 1.0  

助 手  〃    〃  1.0  

ダ イ バ ー   〃  2.0 潜水士相当 

ダイバー補助員   〃  2.0   〃 

上 廻 り 員   〃   2.0 潜水連絡員相当 

船外機 運転 15PS  日 1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

コンプレッサー 20PS  〃  1.0 見積りによる 

クレーン装置付トラック 2.9ｔ吊 4ｔ積  〃  1.0 5.8ｈ/8ｈ 

港湾請負工事積算基準単価表による 

肉厚測定器 UDM-750  〃  1.0 見積りによる 

雑 材 料   ％  1.0 全体の 

 

４－１５ 自然電位・分極抵抗測定 

鉄筋の腐食状況と腐食速度の測定を行い、記録を整理する。 

  自然電位・分極抵抗測定 １日当り（２箇所） 

名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘     要 

技 師 捕  〃    人 1.0  

助 手  〃    〃  1.0  

鉄筋探査計   台  1.0 見積りによる 

発動発電機   台  1.0 見積りによる 

分極抵抗機材   台  1.0 見積りによる 

自然電位測定器機材   式 1.0 見積りによる 

電気ドリル   台  1.0 見積りによる 

断面修復材  箇 所 1.0 見積りによる 

交 通 車   日 1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

船外機 運転 15PS  日 1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

トラック ２ｔ積  日 1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

雑 材 料   ％ 1.0 直接人件費の 
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４－１６ 陽極電流測定 

陽極の電流測定を行い、記録を整理する。 

   陽極電流測定 １日当り（36 箇所） 

名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘     要 

交 通 車 ライトバン２L  日 2.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

技 師 測 量  人 1.0  

技 師 捕  〃    〃  1.0  

助 手  〃    〃  1.0  

ダ イ バ ー   〃  2.0 潜水士相当 

ダイバー補助員   〃  0.2   〃 

上 廻 り 員   〃   1.0 潜水連絡員相当 

潜水送気員   〃   1.0  

普通作業員   〃   1.0  

水中カメラ   台   1.0 見積りによる 

水 中 電 話   〃   1.0 見積りによる 

潜水コンプレッサー   〃  1.0 見積りによる 

電流測定器   〃  1.0 見積りによる 

船外機 運転 15PS  日 1.0 港湾請負工事積算基準単価表による 

クレーン装置付トラック 2.9ｔ吊 4ｔ積  〃  1.0 5.8ｈ/8ｈ 

港湾請負工事積算基準単価表による 

雑 材 料   ％  5.0 直接人件費の 
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４－１７ 健全度評価 

 鋼矢板・鋼管杭・上部コンクリートの健全度評価 

調査結果に基づき、鋼矢板・鋼管杭・上部コンクリートにおける健全度の評価を行い、補強・

補修対策の必要性について検討を行う。 

 

健全度評価 １式当り 

区分 単位 主任技師 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 適  用 

鋼矢板 人  0.5 1.0 1.0  

上部コンクリート  〃  0.8 1.5 1.5 矢板式構造物 

鋼管杭  〃  0.5 1.0 1.0  

上部コンクリート  〃  0.5  1.0 2.0  桟橋式構造物 

 

４－１８ 報告書作成 

実施した調査結果記録に参照して、調査目的・調査内容・調査結果を整理して、調査結果報告

書を作成する。 

 

   報告書作成 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  測 量  人  1.5  
技 師  〃    〃  3.5  
技 師 補   〃    〃  4.5  
助 手  〃    〃  8.0  
事務用品費    ％  1.0 直接人件費の 

 

４－１９ 調査結果報告 

 調査結果について、最終報告を実施する。 

 
   調査結果報告 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  測 量  人  0.5  

技   師  〃    〃  1.0  
技 師 補  〃    〃  1.0  
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３節 設計業務委託積算基準 
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１．積算の総則 

 

１-１ 適用範囲 

 この積算基準は、香川県が所管する港湾・海岸鋼構造物の長寿命化を図るための対策工法の設

計を行う場合に適用する。 

 

１- ２ 積算価格の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-３ 直接原価 

１）直接人件費 

   直接人件費は、業務処理に従事する技術者の人件費とする。 

 

２）直接経費 

   直接経費は、業務処理に必要な経費のうち次の①から⑤までに掲げるものとする。 

   ①事務用品費 

   ②旅費交通費 

   ③業務成果品費 

   ④電子計算機使用料および機械器具損料 

   ⑤特許使用料、製図費等 

業務委託料 

業務価格 

消費税等相当額 

業務原価 

一般管理費等 

直接原価 

間接原価 

直接経費 

事務用品費 

旅費交通費 

業務成果品費 

電子計算機使用料 

および機械器具損料 

特許使用料・製図費

その他 
その他原価 

直接人件費 
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   これ以外の経費については、その他原価として計上する。 

３）その他原価 

   その他原価は、間接原価および直接経費（積上計上するものを除く）からなる。 

   なお、特殊な技術計算、図面作成等の専門業に外注する場合に必要となる経費、業務実績

の登録等に要する費用を含む。 

 

 １）間接原価 

   当該業務担当部署の事務職員の人件費および福利厚生費、水道光熱費等の経費とする。 

 

１-４ 一般管理費等 

 

  業務を処理する建設コンサルタント等における経費率のうち直接原価、間接原価以外の経費

であり、一般管理費は一般管理費および付加利益よりなる。 

 

 １）一般管理費 

   一般管理費は、建設コンサルタント等の当該業務担当部署以外の経費であって、役員報

酬、従業員給与手当、退職金、法廷福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用

水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、原価償却費、租税公課、保険料、雑費

等を含む。 

 

 ２）付加利益 

   付加利益は、当該業務を実施する建設コンサルタント等を継続的に運営するのに要する費

用であって、法人税、地方税、株主配当金、役員賞与金、内部保留金、支払利息および割引

料、支払保証料、その他の営業外費用等を含む。 

 

１-５ 業務委託料の積算 

 

 １）業務委託料の積算方式 

   業務委託料は、次の方式により積算する。 

    業務委託料 ＝（業務価格）＋（消費税等相当額） 

          ＝[｛（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）｝ 

            ＋（一般管理費等）］×｛１＋（消費税率）｝ 

 

 ２）各構成費目の算定 

 

  （１）直接人件費 

     設計業務に従事する技術者の人件費とする。 
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  （２）直接経費 

     直接経費は、２）の各項目について必要額を積算するものとし、旅費交通費について

は、「国土交通省所管旅費取扱規則」および「国土交通省日額旅費支給規則」に準じて

積算する。 

     ２）の各項目以外にその他の経費が必要となる場合は、その他原価として計上する。 

 

  （３）その他原価 

     その他原価は次式により算定した額の範囲内とする。 

      （その他原価）＝（直接人件費）×α/（１－α） 

     ただし、αは業務価格（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割合で

あり、３５％とする。 

     また、係数（α/（１-α））の端数は、パーセント表示の少数第２位（少数第３位四

捨五入）まで算出する。 

 

  （４）一般管理費等 

     一般管理費等は次式により算定した額の範囲内とする。 

      （一般管理費）＝（業務原価）×β/（１－β） 

     ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３５％とする。 

     また、係数（β/（１-β））の端数は、パーセント表示の少数第２位（少数第３位四

捨五入）まで算出する。 

 

  （５）消費税等相当額 

     消費税等相当額は、業務価格に消費税の税率を乗じて得た額とする。 

      消費税相当額＝［｛（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）｝＋ 

              （一般管理費等）］×（消費税率） 
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２．積算ツリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工種（レベル２） 種別（レベル３） 細別（レベル４） 

設 計 業 務 基 本 設 計 設計計画 

利用・自然条件設定 

比較工法の抽出 

対策工法の選定 

図面作成 

成  果 

照  査 

旅  費 

実 施 設 計 設計計画 

図面作成 

数量計算 

成  果 

照  査 

旅  費 

協議・報告 協議・報告 

対策工法の検討 
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３．設計フロー 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計計画 

利用・自然条件設定 

比較工法の抽出 

対策工法の選定 

図面作成 

対策工法の検討 

基本設計 

成 果 

報告書作成 

業務成果品 

照 

査 

実施設計 

設計計画 

図面作成 

数量計算 

報告書作成 

業務成果品 

成 果 

照 

査 

協
議
・
報
告 
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４．標準歩掛 

 

１）基本設計 

 

１－１ 設計計画 

対策工の検討に当り、事前に業務の目的・内容を把握して、業務の手順及び遂行に必要な計

画を企画立案する。 

 
   設計計画 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  設   計  人  1.0  

技 師 ( A )   〃    〃  1.0  
技師（B）  〃    〃  0.5  

 
１－２ 利用・自然条件設定 

対策工の検討に当り、既存資料等の確認、及び調査結果記録等を参照して、対策工を要する

施設の設計条件等を整理・設定する。 

 
   利用・自然条件設定 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  設   計  人  1.0  

技 師 ( A )   〃    〃  1.5  
技師（B）  〃    〃  1.5  
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１－３ 比較工法の抽出 

鋼矢板・鋼管杭・上部工において、対策工として想定される比較案を３案抽出し、抽出した

構造形式の標準断面図等必要な図面を作成する。 

 
   比較工法の抽出 １式当り 

区  分 単位 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 適用 

矢板式 

構造物 

被覆防食 人 0.2 0.3 0.3  

電気防食  〃  0.1 0.2 0.2  

上部工補修  〃 0.3 0.45 0.45  

桟橋式

構造物 

被覆防食  〃  0.2 0.3 0.3  

電気防食  〃  0.1 0.2 0.2  

上部工補修  〃 0.4 0.6 0.6  

 

１－４ 対策工法の選定 
抽出した３案の比較工法について、概算数量及び概算工事費の算定、各種要件（耐久性・LCC

を考慮した経済性・施工性他）の検討を踏まえ、総合的な比較・検討を行い、最適な対策案を

選定する。 

 
   対策工法の選定 １式当り 

区  分 単位 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 適用 

矢板式 

構造物 

被覆防食 人 0.2 0.5 0.4 0.7  

電気防食  〃 0.2  0.5  0.4 0.7  

上部工補修  〃  0.4 1.0 0.8 1.4  

桟橋式 

構造物 

被覆防食  〃  0.2  0.5  0.4 0.7  

電気防食 〃  0.2  0.5  0.4 0.7  

上部工補修  〃 0.5 1.3 1.0 1.8  
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１－５ 対策工検討（補修工法の細部設計） 

選定した対策工法について、各々必要な検討を実施する。 

 
   対策工検討（補修工法の細部設計） １ケース当り 

区   分 単位 主任技師 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 適用 

 

 

矢板式 

構造物 

被覆防食 人  0.1 0.3 0.3 0.2  

電気防食  〃  0.1  0.3  0.3 0.2  

表面処理  〃   0.1 0.3 0.3 0.2 上部工 

脱塩  〃   0.2  0.6  0.5 0.4  〃 

電気防食 〃 0.15  0.3  0.9  0.75 0.6  〃 

断面補修  〃  0.2 0.6 0.5 0.4  〃 

 

 

桟橋式 

構造物 

被覆防食 〃  0.1 0.3 0.3 0.2  

電気防食  〃  0.1  0.3  0.3 0.2  

表面処理  〃   0.2 0.6 0.5 0.4 上部工 

脱塩  〃   0.3  0.9  0.8 0.6  〃 

電気防食 〃 0.25  0.5  1.5  1.25 1.0  〃 

断面補修  〃  0.3 0.9 0.8 0.6  〃 

 
１－６ 図面作成 

選定した対策工法の標準断面図を作成する。 

 

   図面作成 １枚当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
技師（C） 設   計  人  0.2  

技 術 員  〃    〃  1.0  
    ※基本設計と実施設計を同時発注する場合には、積算対象としないものとする。 
 
１－７ 報告書作成 

基本設計で実施された一連の内容について、報告書としてとりまとめる。 

 
   報告書作成 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  設   計  人  1.0  

技 師 ( A )   〃    〃  1.5  
技師（B）  〃    〃  1.0  
技師（C）  〃    〃  1.0  
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１－８ 照査 

基本設計で実施された一連の内容について、照査を実施する。 

 
   照査 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  設   計  人  1.0  

技 師 ( A )   〃    〃  1.0  
 
２）実施設計 

 
２－１ 設計計画 

決定した対策工の実施設計に当り、業務の目的、内容を把握し、業務の手順及び遂行に必要

な計画を企画立案する。 

また、規格値等、工事を実施するに当り必要な条件整理を行う。 

 
   設計計画 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  設   計  人  1.0  

技 師 ( A )   〃    〃  1.0  
 
２－２ 図面作成 

平面図・縦断図・標準断面図等の工事の発注に必要となる１連の図面の作成を行う。 

 

   図面作成 １工種当り 

区    分 単位 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 適用 

 

 

矢板式 

構造物 

被覆防食 人 0.2 0.5 1.1  

電気防食  〃  0.2  0.5 1.1  

表面処理  〃 0.2 0.5 1.1 上部工 

脱塩  〃  0.2  0.5 1.1  〃 

電気防食 〃  0.3  1.0 2.1  〃 

断面補修  〃 0.2 0.8 1.6  〃 

 

 

桟橋式 

構造物 

被覆防食 〃 0.2 0.5 1.1  

電気防食  〃  0.2  0.5 1.1  

表面処理  〃 0.2 0.8 1.6 上部工 

脱塩  〃  0.2  0.8 1.6  〃 

電気防食 〃  0.3  1.0 2.1  〃 

断面補修  〃 0.3 1.0 2.1  〃 
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２－３ 数量計算 

作成された一連の図面等を参照して、当該対策に必要となる材料等の数量を計算する。 

 
   数量計算 １工種当り 

区    分 単位 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 適用 

 

 

矢板式 

構造物 

被覆防食 人 0.2 0.5 0.5  

電気防食  〃  0.2  0.5 0.5  

表面処理  〃 0.2 0.5 0.5 上部工    

脱塩  〃  0.2  0.5 0.5  〃 

電気防食 〃  0.3  0.75 0.75  〃 

断面補修  〃 0.3 0.75 0.75  〃 

 

 

桟橋式 

構造物 

被覆防食 〃 0.2 0.5 0.5  

電気防食  〃  0.2  0.5 0.5  

表面処理  〃 0.2 0.5 1.7 上部工 

脱塩  〃  0.2  0.5 1.7  〃 

電気防食 〃  0.5  1.0 1.0  〃 

断面補修  〃 0.5 1.0 1.0  〃 

 
２－４ 報告書作成 

実施設計で実施された一連の内容について、報告書としてとりまとめる。 

また、工事発注に必要となる資料（見積仕様書や特記仕様書等）の作成を行う。 

 
   報告書作成 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
主 任 技 師  設   計  人  1.0  

技 師 ( A )   〃    〃  1.5  
技師（B）  〃    〃  1.0  
技師（C）   〃  〃 1.0  

 
２－５ 照査 

実施設計で実施された一連の内容について、照査を実施する。 

 
   照査 １式当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
技 師 ( A )  設   計  〃  1.0  
技師（B）  〃    〃  1.0  
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３）協議・報告 
 

３－１ 協議・報告 

協議・報告を実施する。 

協議・報告回数は３回を想定している。 

 
   協議・報告 １回当り 

名 称 形 状 寸 法  単 位 数 量 摘     要 
技 師 ( A )   〃    〃  0.5  
技師（B）  〃    〃  0.5  

 
４）直接経費 

（１）事務用品費 

   事務用品費は、直接人件費の１．０％を標準とする。 

（ただし、協議・報告および照査の直接人件費は除く。） 

 

（２）業務成果品費 

報告書の電子納品および印刷・製本に要する費用は、下記の式により算出する。 

ただし、印刷・製本部数は３部迄、電子納品は正副合わせて２枚とし、これによ 

り難い場合は別途見積等により考慮する。 

 

（基本設計） 

業務成果品費＝直接人件費×{1.2％＋（印刷製本部数×0.6％）} 

 なお、業務成果品費は、有効数字上位２桁、以下切り捨てとし、最高 30万円 

を限度とする。 

 

（実施設計） 

業務成果品費＝直接人件費×{2.9％＋（印刷製本部数×0.6％）} 

 なお、業務成果品費は、有効数字上位２桁、以下切り捨てとし、最高 30万円 

を限度とする。 

 

（３）旅  費 

     旅費については、「２．積算価格の内訳 ２－５ 旅費の算定」を摘要して算出する。 
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５）参考文献及び図書 

番号 適用図書及び参考文献類 発 行 所 発行年 

１ 設計業務等共通仕様書(案) 香川県土木部 平成 23 年 

２ 設計委託業務特記仕様書   

３ 港湾の施設の技術上の基準・同解説 (社)日本港湾協会 平成 19 年 

４ 
港湾鋼構造物防食・補修マニュアル 

（2009 年版） 
(財)沿岸技術研究センター 平成 21 年 

５ 港湾の施設の維持管理技術マニュアル (財)沿岸技術研究センター 平成 19 年 

６ 港湾施設の点検・補修技術ガイドブック (一般財)港湾空港総合技術センター 平成 27 年 

７ その他準用図書   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


